
プ ロ グ ラ ム
No.

目的 目標 実施事項 管理項目 本プログラムを選択した理由 継続・改定等の理由
継続・
改定・
新規

主管課

1

プラスチックごみの
分別やリサイクルを
推進し、廃棄物の量
を削減する

リサイクル率を本庁舎は95％以上、そ
の他は90％以上とする

・分別と資源化の徹底
・廃棄物分別ガイド紙のリサイクル表を、ゴミ箱やリサイク
ルボックスの周辺に針、周知する
・個人ごみの持帰りの徹底

廃棄物の計測によるリサイ
クル率の測定

環境負荷低減への取り組み成
果の指針として採用。

長年続けて測定し、経年変化を
確認するため継続。

継続 全課

2 電気の使用削減 全体で過去5年の平均値以下にする

【使用量の管理、公表及び周知について】
・毎月の使用量を本庁舎及び施設担当課より報告を受け
る。
・報告内容は庁内掲示板で公表し、結果に沿った呼びかけ
を行う。
【使用削減について】
※使用削減の実施を徹底させるため、その設備、給湯器
などの管理者が使用削減に関する貼紙などをして行うよ
う依頼する。
・昼休み、残業時の不要な照明・電気機器類の電源OFF
・パソコン未使用時の電源OFF、パソコンのディスプレイ
の明るさ（輝度）の調整等
・コピー機の使用後のパワーセーブボタン押下
・冷暖房設備の使用は、建物内の気温の確認を徹底し設
定温度を守る。
【設備の更新について】
・設備更新などの情報を施設管理担当課より収集すると
ともに、省エネタイプの機器導入を呼びかける。

各施設ごとの電力使用量
環境負荷低減への取り組み成
果の指針として採用。

長年続けて測定し、経年変化を
確認するため継続。

継続 全課

3 ガスの使用削減 全体で過去5年の平均値以下にする

【使用量の管理について】
・毎月の使用量を本庁舎及び施設担当課より報告を受け
る。
・報告内容は庁内掲示板で公表し、結果に沿った呼びかけ
を行う。
【使用削減について】
※使用削減の実施を徹底させるため、その設備、給湯器
などの管理者が使用削減に関する貼紙などをして行うよ
う依頼する。
・冷暖房設備の使用は、建物内の気温の確認を徹底し設
定温度を守る。
・給湯室の使用は最低限とし、使用後は給湯器を消す。
【設備の更新について】
・設備更新などの情報を施設管理担当課より収集すると
ともに、省エネタイプの機器導入を呼びかける。

ガスの使用量
環境負荷低減への取り組み成
果の指針として採用。

長年続けて測定し、経年変化を
確認するため継続。

継続 全課

4 水道の使用削減 全体で過去5年の平均値以下にする

【使用量の管理について】
・毎月の使用量を本庁舎及び施設担当課より報告を受け
る。
・報告内容は庁内掲示板で公表し、結果に沿った呼びかけ
を行う。
【使用削減について】
・使用量の増加（前月及び前年度との比較において）が見
られた場合は、施設管理担当課の協力を得て増加の原因
を明らかにし、公表、呼びかけを行う。

水道の使用量
環境負荷低減への取り組み成
果の指針として採用。

長年続けて測定し、経年変化を
確認するため継続。

継続 全課

5 CO₂排出量の削減
エコドライブを推進し、庁用車の燃費向
上を図る

【使用量の管理について】
・毎月の使用量を本庁舎及び施設担当課より報告を受け
る。
・報告内容は庁内掲示板で公表し、結果に沿った呼びかけ
を行う。

庁用車の燃費
環境負荷低減への取り組み成
果の指針として採用。

長年続けて測定し、経年変化を
確認するため継続。

継続 全課

6 グリーン購入 グリーン購入達成率100％

・毎月の物品等の購入における、グリーン購入対象品目の
購入について各課から報告を受ける。
・報告内容を集計し達成率を計測する。
・集計結果の公表を行う。

グリーン購入達成率

2050年カーボンゼロを目指
すうえでの基本的行動して、人
や社会・環境に配慮した消費行
動「倫理的消費（エシカル消
費）」を強力に促すひつようが
あるため。

継続 全課

7 市民への啓発
議会報等で環境負荷・低減を呼びか
け、周知・啓発を図る。

議会報や定例会傍聴者資料に環境負荷・低減に関する呼
びかけを印刷したり、議会事務局のカウンター利用し、周
知・啓発を促す。

配布物に環境負荷・低減を
呼びかける文言を印刷

配布物やカウンターを利用し、
環境負荷・低減を呼びかけるこ
とで環境への周知・啓発ができ
るため。

昨年設定した目標については、
おおむね安定して達成できた。
今後はこの状態を維持継続して
いきたい。

継続 議会事務局

8 省資源 ・紙の削減
・待機電力の削減

①内部での打ち合わせ等のペーパーレス化
②課内マイボトル普及100％を目指す

①→机上の整理整頓・紙の
打ち合わせ回数管理
②→マイボトル保有状況の
確認

カーボンニュートラルの取り組
み＆脱炭素

①→打ち合せの回数が多く、す
べての資料を印刷していると莫
大な量の紙資源を消費すること
になるため
②→マイクロプラスチック問題か
ら各自がペットボトルをマイボト
ルに変え、環境に対する意識を
高める為

新規 企画経営課

9 省資源 印刷部数の適正化
各種説明資料、公表資料などの印刷部数の適正化を図り
紙の使用量を削減する

毎月、総務課より紙の使用
量の実績が示される。その
数値を確認し、新しく持ち
出した紙の量をチェックす
る

紙使用量は減少傾向にあると
は言え、財政課は紙資料の多
い部署である。そのため、紙使
用量の動向をチェックすること
で、印刷部数の適正化に努めた
い

ここ数年で各種業務の電子化な
どによる紙使用量の削減が達成
されつつあるが、まだ見直しの
余地は残されていると考えるた
め

継続 財政課

10 市民への啓発

日野市の環境キャラクターやごみ減量
啓発キャラクター、「ひのエコ」・SDGｓ
の知名度を上げ、市民・事業者らの環
境配慮への関心を高める。

広報、ホームページ、プレスリリース、記者会見等にエコク
マ・エコアラ・ごみゼロマン、「ひのエコ」・SDGｓロゴマーク
を積極的に登場させ、PRする。

広報、ホームページ、プレス
リリース、記者会見等への
環境キャラクターやごみ減
量啓発キャラクター、「ひの
エコ」・SDGｓロゴマークの
登場回数。

市民・事業者らの環境配慮への
関心を高めることで、自ら進ん
で環境に配慮した行動を実践
してもらうため。

環境配慮、ごみゼロの取り組み
を啓発するためには、継続的に
市民に発信していく必要がある
ため。

継続 市長公室

11 省エネ
多摩平の森ふれあい館全体のエネル
ギー使用量及びごみの排出量を抑え
る。

来館者へのごみの持ち帰り及び省エネルギーへの協力を
引き続き呼びかけ、各施設の代表（NPO法人含む）が集
まる毎月の館内連絡会にて前月のエネルギー使用量及び
ごみの排出量を確認し、共通の認識をもって目標に取り
組む。

館内全体の電気・ガス使用
量及び各施設からのごみの
排出量

館全体のエネルギー使用量及
びごみの排出量を抑えるため。
来館者及び関係団体と協働し
ながら、館全体として取り組む
必要があるため。

来館者数の増加や気候等の影響
で電気・ガスの使用量が増加傾
向にある中で、引き続きエネル
ギー使用量及びごみの排出量を
抑えるよう来館者及び関係団体
と協働しながら館全体で取り組
む必要があるため。
また館全体のエネルギー使用量
及びごみの排出量を抑えること
は、二酸化炭素排出量減少に直
接的かつ効果的な取り組みであ
るため。

継続 平和と人権課

12 省エネ 電気の使用量削減
節電、不要照明等の消灯の徹底
所管施設へ節電の貼紙などで施設利用者へも周知

省エネ・省資源チェックリス
トによる実行確認

電気の使用量が多いため
日野市気候非常事態宣言（令和
４年１１月６日発出）を踏まえた
設定による

新規 地域協働課

13 省資源
ペーパーレス会議、テレワーク等の推進
による
用紙印刷量の３％減(R4年度比)

ペーパーレス化を更に推し進める。
①各会議や研修等において無線PC利用推進
②電子申請の利用推進
③テレワーク端末の利用促進

情報政策課が支払を行って
いるプリンターの印刷量を
利用。
令和4年度と比較する。

ペーパーレス化を推進すること
により、業務の効率化や、環境
への負担軽減、さらにはセキュ
リティ面において、重要情報の
紛失等を防げるため。

令和4年度については、多くの
申請を電子化することや会議の
ペーパレス化並びにテレワーク
端末の活用をしたことでペー
パーレス化を図ることが出来
た。
ただ、各主管課へヒアリングを実
施する中で、地図等を取り扱う
部署については、なかなか紙運
用を脱却できていないため改
善・提言を図り、前年度比‐5％
を目標とする。

継続 情報政策課

令和5年度 各課プログラム
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令和5年度 各課プログラム

14 省資源
パソコン利用等によるペーパーレス会
議の推進と併せて、課内における紙の
使用量を削減すること

課内及び総務課主催の打合せや会議において、パソコン
利用などによるペーパーレスで行うこと

平成30年度からの紙使用
量を5％減らすことを目標
年、月末に使用数を確認、
平成30年度時との比率を
チェックする

総務課内でペーパーレス会議
を推進しており、それをさらに
推進していくため。

総務課内でペーパーレス会議が
浸透しつつあるため、それをさ
らに浸透させるため

継続 総務課

15 省資源
パソコン利用等によるペーパーレス会
議の推進と併せて、課内における紙の
使用量を削減すること

課内及び総務課主催の打合せや会議において、パソコン
利用などによるペーパーレスで行うこと

平成30年度からの紙使用
量を5％減らすことを目標
年、月末に使用数を確認、
平成30年度時との比率を
チェックする

総務課内でペーパーレス会議
を推進しており、それをさらに
推進していくため。

総務課内でペーパーレス会議が
浸透しつつあるため、それをさ
らに浸透させるため

継続 政策法務課

16 廃棄物削減 ゴミの分別を徹底し、再生可能な資源
を増やす。

課内で目標を継続し、ゴミの分別について理解してもら
い意識を高める。

定期的にゴミの分別ができ
ているかチェックを行い、
間違っている場合は課内の
スペースに周知し、私用の
ゴミの数を記録をする。

再生可能なエネルギー等の積
極的な導入・活用を推進するた
めに、ごみの分別に力を入れる

日野市気候非常事態宣言を受け
て職員一同、二酸化炭素ゼロを
目指して、更に意識を高める。

継続 職員課

17 省資源 職員が燃費向上を心がけた運転をする

①庁内掲示板にて燃費向上を促す（燃費のいい運転の仕
方等）
②庁用車購入時に燃費を考慮する
③燃料利用量、走行距離の集計をする

各課集計を行い、利用状況
の把握をする

庁用車の燃費を把握し、燃費向
上促進を図ることで全庁的な
環境配慮活動となるため

環境に配慮した庁用車は一部導
入済みである。今後は環境に配
慮した車の更なる導入や燃費向
上の促進を行い、環境配慮への
取り組みを進めていきたい。

継続 財産管理課

18 省エネ カーボンマネジメント事業の推進

①本庁舎・市民会館空調、照明改修工事完了に伴うフロア
別電力測定によるCO2削減行動推進
②カーボンマネジメント事業の普及活動
③本庁舎・市民会館における電力監視装置の導入

・本庁舎・市民会館フロア別
電力測定
・環境政策課へ電力測定
データを提供・周知協力
・環境政策課へ電力測定
データ取得集計方法を引き
継ぎ
・CO2分科会でのPR
。市広報やホームページで
び事業実績PR

省エネ機器導入の取り組みに
よりCO2排出量削減、事業PR
により市内外への環境意識の
啓発につながるため。

継続 建築営繕課

19

（その他）
環境負荷低減の啓発
市所有施設における
再生可能エネルギー
等の積極的な導入・

活用を推進

施設整備での省エネ・リサイクルを推進
する

施設整備で以下の検討を行う
①LED照明、太陽光発電、節水型器具、その他省エネ機器
の導入検討
②再生材、残土利用の活用検討
③緑化、多摩産材の活用検討

設計、工事案件ごとに検討
状況を確認する。

公共施設での環境配慮を進め
ることで、市全体の環境意識の
啓発につながる。

今後も継続することで、環境配
慮を促し、付加低減を図ってい
くため。

継続 建築営繕課

20 省エネ 職場内の省エネルギー化を図る。
不要照明や冷暖房の消灯及び庁用車運転時等の省エネ
運転を行う

省エネ省資源、 エネルギー
使用量集計表にて毎月の
電気使用量燃料使用量の
管理

職場環境の向上及び電気代、
燃料代の削減等の実施成果が
見込まれるため。

引き続き職員の意識を高めてい
くため

継続 防災安全課

21 省資源
コンビニ交付機での利用を促進し、利
用率30%以上を維持する。申請書等
の紙類の縮減を目指す。

マイナンバーカードを利用したコンビニ交付について、広
報・ホームページやリーフレット等により利便性を周知し
利用率の向上を図る。

諸証明の発行について、コ
ンビニ交付機での発行率を
四半期ごとに計測する。

コンビニ交付機を利用すること
で、申請書の紙の消費削減に
繋がる。また、それによって、紙
類のごみの量が減り、二酸化炭
素の削減にも繋がる。

令和4年度にマイナンバーカード
の交付が大幅に増え、引続きコ
ンビニ交付の利用率を高めてい
くことが必要であると考えてい
るため。

継続 市民窓口課

22 廃棄物削減 溶解処理文書の廃棄量が前年度を超え
ないように努める

・機密文書とそれ以外のものや再利用できなるものの分
別の徹底
・集約印刷および両面印刷で紙の排出量の削減
・打ち合わせ資料のデータ化による紙の削減

・排出量確認表に記入
・実施月の月末までの合計
量で紙の排出量削減がで
きたか比較確認する

日野市気候非常事態宣言を踏
まえ、職員の紙の排出量削減の
意識を高める

日野市気候非常事態宣言を踏ま
え、二酸化炭素排出量ゼロを目
指すために紙の排出量削減に対
する意識の向上につながると考
えるため

新規 七生支所

23 省資源 コピー用紙の年間使用量の削減に努め
る。

集約印刷及び両面印刷、裏紙印刷（課内資料のみ）を利用
する。
月ごとのコピー用紙使用量の見える化を行う。
また、可能な限り印刷せずに電子データを活用するよう
努める。

コピー用紙使用量

課税資料以外にもコピー用紙
の使用量が多く、環境配慮の基
本である紙の削減、不必要な紙
の使用をなくすため。

賦課業務の時期については、使
用目標値を超えてしまうことが
あったので、会計年度任用職員
にも周知し、この目標を継続し、
引き続き紙の削減を目指す

継続 市民税課

24 省資源 紙類を中心に資源の使用量・排出量を
削減する。

業務で使用する資料等を出力する際、印刷前のプレ
ビューを確認し、無駄な印刷をしないようにする。また、
両面印刷やNアップ等を活用し、紙類の使用量削減を心
がける。

排出量確認表により、紙類
の排出量を計測し、排出量
が前年度を上回らないよう
心掛ける。

評価事務において、参照する資
料等、紙類を多く使用するた
め、削減を目指す。

意識の定着を図るため今年度も
継続して実施する。

継続 資産税課

25 廃棄物削減 リサイクル意識の向上、分別の徹底
廃棄物排出量と分別状況を月毎に確認し、職員に周知す
る。分別ができていない場合は原因を調べ、改善策を講
ずる。

排出量確認表

職員に対し分別状況や排出量
を周知することで、地震の行動
を見直し、リサイクル意識の向
上につながると考えられるた
め。

令和4年度は可燃ごみ排出量が
前年度に比べて減少傾向にあっ
たが、量で見るとまだ追求でき
る余地があるため、継続する必
要性があると考えた。
また、気候非常事態宣言も踏ま
え、ゼロカーボンシティを目指す
には、より廃棄物削減に力を入
れることが重要であると考え
る。

新規 納税課

26
（その他）

職場環境の改善
窓口サービス・事務効率の向上

印刷物・配布物の適正管理。必要分数の紙使用により、余
剰分を出さない。
執務室内の整理、整頓をし不要となったものはリサイクル
し、ワークスペースを確保する。

毎月末に実施確認

事務の適正化・効率化を図り、
紙の使用量を削減することで
生じた、時間、空間、経済的な
余裕を市民サービスの向上と
環境負荷の低減につなげるた
め

継続して、印刷物の適正管理等
を実行することで、ペーパーレス
化、窓口サービスの向上、業務
の効率化を推進するため

継続 保険年金課

27 省資源 職場内の省資源を図る。 ゴミの排出量削減、特に上質紙の削減に努める。
排出量確認表及び報告書
にて管理。

当初の理由としては、令和2年
度と比較して令和3年度はゴミ
の排出量が大幅に増えたこと
から、令和4年度より本プログ
ラムを選択。

環境影響洗出表より、最も環境
に悪影響を及ぼしているのは
「電気の使用」であるが、当課に
て昼休みなどの不要時の消灯や
離席時の電源管理は概ね実施し
ており、これ以上の制限は難し
い。そのため、次に悪影響を及ぼ
すとされている「紙の消費」につ
いて、継続して目標を定め、省資
源化への取組を図る。

新規 環境政策課

28 省エネ 公園環境の整備 遊具、園内灯の修繕・撤去・更新 修繕計画に基づく適切な修
繕・更新

よりよい公園内の環境整備の
ため
園内灯のLED化による環境負
担の低減がみこめるため

引き続き遊具・園内灯について
は修繕等の必要箇所があると考
えられるため

継続 緑と清流課

29 省資源 庁用車の燃費向上

①タイヤの空気圧点検
②エコ運転の実施
③燃費の計測
④前年度期の燃費と比較

②毎回のエコ運転の実施
（①②の実施翌月に達成状
況を確認及び四半期毎に
評価）
③四半期ごとに燃費の計
測

一人一人がエコ運転を心がけ、
車の空気圧を管理し、燃費向上
に向け努力する事を目標にし
た

前年度に、前年度期の燃費を下
回らないという目標を達成でき
ない時期があり、今期も継続的
にエコ運転を心掛け、目標達成
を実現するため

継続 下水道課



プ ロ グ ラ ム
No.

目的 目標 実施事項 管理項目 本プログラムを選択した理由 継続・改定等の理由
継続・
改定・
新規

主管課

令和5年度 各課プログラム

30 市民への啓発 第3次ごみゼロプラン数値目標を達成
する。

市民に向けてより踏み込んだごみの減量の取り組みと協
力を啓発する。

第3次ごみゼロプランに掲
げた「令和8年度に1人1日
あたりごみ量550g」に向
けた啓発

第3次ごみゼロプランの目標達
成のために、市民への啓発が最
重要項目の一つであるため。

第3次ごみゼロプランの目標達
成のために、市民への啓発が最
重要項目の一つであるため。

継続 ごみゼロ推進課

31 （その他）
自然環境の保全

プラスチックごみ等の河川へのごみの
流を防ぎ、持続可能な社会を実現する

週1回（毎週金曜日）にクリーンセンター場内外の清掃を
行う。

毎月末に実施確認

市内のごみは処理のために全
てクリーンセンター周辺に集
まってくる。河川に挟まれてい
る環境であり、クリーンセン
ター場内外の清掃を実施する
ことにより、海洋プラスチック
ごみ等の原因となる河川への
ごみの流出を少しでも防ぐた
め。

プラスチック類資源化施設の見
学等で、SDGs目標14「海の豊
かさを守ろう」を啓発しているこ
とから、職員としても具体的に
行動をしていくため

新規 施設課

32 廃棄物削減 職員及び書類提出者に対する環境への
意識付け

・地区計画の届出、ユニバーサルデザイン推進条例、まち
づくり条例の手続き上の提出書類の必要部数について確
認を十分に行う。
・不要な書類は提出者へ返却し、今後は必要部数を事前
に確認してもらうよう周知する。
・裏紙を積極的に使用する。

排出量確認表による紙面
ゴミの計測

・頻度が高い事業の中でも、相
対的に環境へ負荷を与えてい
るものであったため
・課の業務の性質上、会議によ
る資料等紙の消費量が多いた
め
・ペーパーレス推進のためコ
ピー用紙の配布方法が変更さ
れるなど、廃棄物の見直しが今
一度必要だと判断したため

取り組みが意識されはじめてい
るが、さらなる徹底を行い継続
するとともに、今後は対象事務
を拡大し、課としてさらに広く取
り組むことにした

継続 都市計画課

33
（その他）

グリーン購入の推進

関係機関に対してグリーン購入を呼び
かけ、グリーン購入率50％以上を維持
する。

関係機関にグリーン購入の呼びかけ（年4回）（2機関＝公
財東京都都市づくり公社、川辺堀之内土地区画整理組
合）

グリーン購入の呼びかけと
グリーン購入率の測定

関係機関へもグリーン購入を
呼びかけることで、事業にかか
る環境負荷を減らすため

グリーン購入率の目標をかか
げ、グリーン購入の更なる推進
を図るため

継続 区画整理課

34 省資源 紙の使用量及び排出量削減

・コピー用紙の使用量を計測し、時期ごとの使用量変動を
把握する。
・コピー用紙の使用量を過去5年度の平均以下とする。
・資料の電子化・電子申請の準備を進める。

・課内に毎月の使用量を周
知する。
・使用量の見える化。グラフ
等で課内に掲示する。
・紙の使用量を過去5年度
の平均以下となるよう削減
を課内に呼びかける。

業務の性質上、法改正等により
紙を大量に使用する必要性が
生じるため。
また、環境影響洗出表の見直し
により、紙の消費が環境に与え
るマイナス影響が大きいと考え
られるため。

昨年度に上記内容を実施し、コ
ピー用紙の使用量の一部削減に
つながったため。

継続 建築指導課

35 省エネ 自転車利用の促進
・自転車を週2回以上利用することを目標とし、月8回以
上の自転車利用を継続して実施する。
・自転車利用促進により、自動車の利用を減らす。

自転車利用回数
・省エネ意識を向上させる。
・自動車利用を減らし、環境へ
の負荷を軽減させるため。

自動車を利用する機会が多いた
め、少しでも環境負荷を軽減さ
せるため

継続 道路課

36
（その他）

整理・整頓の推進
３S（整理・整頓・清掃）遂行による事務
効率の改善を図り、働き方改革へと繋
げていく。

・電子も含め、資料を精査し、不要なものは廃棄する。
・年に1回以上合理的な備品配置を検討する。
・定期的な清掃を実施する。

必要に応じて、少なくとも
月1回、課全体で整理・整頓
の時間を設ける。

本取り組みは、職場環境・事務
効率を改善することが効果的
と考えられるため。

昨年は一定の効果が図られたと
考えるので継続して実施する。

継続 産業振興課

37 廃棄物削減 イベント等における廃棄物の削減 イベント等で使用または配布するものをできるだけ簡素
化し、発生したゴミ等の持ち帰りを行う。

廃棄物排出量

アフターコロナ・ウィズコロナで
のイベント開催が求められる昨
今において、適切な資源活用の
もとイベント運用を行うため。

日野市気候非常事態宣言の発令
を踏まえ、廃棄物を最小限に抑
えつつ運営を行うことにより、二
酸化炭素に代表される温室効果
ガスの排出量削減を加速化する
ため。

継続 文化スポーツ課

38 （その他）
緑の保全

農地の保全を図るため援農ボランティ
アを育成する

・「農の学校」を運営管理し、援農ボランティアを育成する
・「農の学校」修了後の援農ボランティアの活動記録を増
やす

・「農の学校」の実習実施
日、参加人数
・「農の学校」修了後の援農
ボランティア活動人数

日野の農地保全に効果的な取
り組みであるため

「都市農業振興基本法」に基づ
き、農地の保全を維持、継続して
いくため

継続 都市農業振興課

39 省資源 レジ袋（プラスチックごみ）削減のため、
新聞紙エコバッグの利用を促進する。

NPO法人市民サポートセンター日野が作成した新聞紙エ
コバッグを、七ツ塚ファーマーズセンターで野菜を購入し
た方にレジ袋の代わりとして配布する。

新聞紙エコバック配布枚数
レジ袋（プラスチックごみ）削
減、SDGsの推進を図ることが
できるため。

・NPO法人・市内福祉施設と連
携している取り組みであり、農
福連携事業の一環であるため。
・SDGsの推進を図ることがで
きるため。

継続 都市農業振興課

40 省資源 毎月使用する紙の使用量を削減する。 毎月、紙の使用量削減目標を設定し、総務課から持ってく
るコピー用紙の数量を毎月記録する。

毎月の紙の使用量（総務課
から持ち出す紙の使用量）
削減目標を達成できたかど
うか。

裏紙利用の呼びかけ等を行い
職員の意識は高まっているが、
予定量を超過する月もあり、引
き続き削減を徹底していくた
め。

業務の増加等により、紙の使用
量も相対的に増える中で、省資
源を継続的に課で一体となって
実施する必要があるため。

継続 福祉政策課

41 廃棄物削減
職員及び市民のエコに対する意識向
上、職員各自のゴミの分別の徹底。

・実行担当責任者が分別状況等を確認し、分別ができて
いない場合は原因を究明し改善策を講ずる。その際朝礼
等でも周知をする。
・各自訪問時等に市民へごみの分別や気候非常事態宣言
についての周知を行う。

・ゴミの排出時に、分別が
行えているか目視による確
認。
・排出量確認表への記入管
理。

課内においてゴミの分別の徹
底は、仕事をする上で基本的な
ことであるため。また市民へ周
知することで市全体のエコに対
する意識を高めることができ
るため。

課内においてゴミの分別の徹底
は継続していかなければならな
いものであるため。
・被保護世帯の増加により、市民
に対する周知まで完全に行えて
いないため。

継続 生活福祉課

42 省資源

多数の市民が集まる委員会や会議をオ
ンライン会議とすることで、ペーパーレ
ス化の推進および移動に伴う燃料を削
減する。

多数の市民が集まる委員会や会議（自立支援協議会等）
を原則オンライン会議で開催し、実施した回数を記録す
る。

オンライン会議を実施でき
た回数によって判断する。

紙の排出量削減や移動に伴う
燃料の削減についての職員の
意識を高めるため。

コロナ対策で一般化したオンラ
イン会議であるが、課内での会
議では十分に浸透したとは言い
切れない。オンライン会議は障害
者の移動負荷の軽減にも資する
ため、今後も継続していく必要
があるため。

継続 障害福祉課

43 廃棄物削減 廃棄物の排出削減

・廃棄物について月毎の排出量を確認し、前月比との増
減について職員へ周知する。
・前月より排出量が増加した月が3か月以上続いた場合
にはエコマネジャーが適切な是正措置を行う。

廃棄物排出量

職員に月毎の具体的な排出量
を周知し、廃棄物排出削減の取
組みを求めることで、環境意識
の向上が期待できるため。

例年に引き続き取組を強化し進
めていく。

継続 高齢福祉課

44 廃棄物削減 廃棄物の排出削減

・廃棄物について月毎の排出量を確認し、前月比との増
減について職員へ周知する。
・前月より排出量が増加した月が3か月以上続いた場合
にはエコマネジャーが適切な是正措置を行う。

廃棄物排出量

職員に月毎の具体的な排出量
を周知し、廃棄物排出削減の取
組みを求めることで、環境意識
の向上が期待できるため。

新設の課として、排出量の削減
から意識的に取り組む。

新規 介護保険課

45 省資源 コピー用紙使用枚数の削減 点検日を月1回設定し、担当がチェックする コピー用紙使用枚数の削減
ペーパーレス化や裏紙使用へ
の意識付けのため

R4自転車利用促進について
は、おおむね達成できているた
め。

新規 健康課
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令和5年度 各課プログラム

46 省資源 紙の使用量を削減する 課の一人ひとりが可能な限り紙の削減を意識して業務を進める総務課から支給される紙束
の数を管理する

当課の事業で一番消費する資
源が紙であるため

平成28年度より継続中。当課の
中で一番消費する資源が紙であ
るため

継続 セーフティーネット
コールセンター

47 省資源 紙使用量の削減

①所定の様式に用途別に支給された束の数を記載
②毎月計測し、大幅な上昇がある場合、朝礼等で報告及
び啓発
③紙の再利用（裏紙使用等）

使用した紙束の総数で判断
する。

ペーパーレス推進に伴い、個々
が改めて紙の使用量を把握し、
紙の削減意識を高めるため。

子育て課は他課と比べまだ紙の
使用量が多いことから、令和5
年度も引き続き紙使用量の削減
に努めるため。

継続 子育て課

48 廃棄物削減 可燃ごみ、プラスチックごみの削減

個人ごみ持ち帰りの徹底。
リサイクル可能な物を捨てないで工作等に積極的に活用
する。
適切な分別。
必要に応じた購入を心掛け。過剰な在庫を抱えない。

排出量調査票

・プラスチックごみの分別を徹
底するため
・可燃ごみは引き続き排出量を
昨年度と比較し削減に対する
意識を高めるため

児童館では牛乳パックやペット
ボトルなどを利用したリサイクル
工作を実施している。リサイクル
により、可燃ごみを削減し、幼児
の保護者や小学生などの利用者
にも啓発したいため。

継続 児童館共通

49 省エネ
保育園職員及び在園児全体で季節に応
じたエコ活動を行う。

四半期ごとに実施項目を策定し、日常の保育活動の中で
身近なエコを実施していく。

各園のエコ活動の実施回数
とその内容

市民の方にも日野市の環境に
対する取り組みを認識してもら
うため

継続
保育園共通
（保育課）

50
（その他）

業務改革・改善の推
進

入園のしおりの持ち帰りを必要最低限
にするよう、窓口で保護者に協力を呼
びかける。

入園のしおりを配布する際、兄弟用や予備用としての持
ち帰りはお断りし、「1世帯1部」配布の徹底を心掛ける。
また、市民相談窓口等のしおり設置場所にも周囲徹底を
図る。

保育園入園のしおり配布部
数、実施状況

市民の方にも日野市の環境に
対する取り組みを認識してもら
うため。

引き続き市民の方にも日野市の
環境に対する取り組みを認識し
てもらうため。

継続 保育課

51 省エネ
自転車利用を促進し、庁用車の利用を
抑制する。

・自転車利用表に外出の際チェックする。
・回数を計算し、成果が目でわかるようにする。

表で回数を管理する。
訪問等で庁用車を使用して外
出することが多い職場であり、
環境への影響が大きいため。

車の利用が多い部署のため、自
転車量を推進して、省エネにつ
なげる。

新規
子ども家庭支援セン

ター

52 省資源
伝票の手戻りを減らすことにより、各課
の紙の消費量削減及び事務の効率化を
図る。

間違いの多いケースや注意点などを財務会計掲示板に掲
載し、簡単なテスト等を庁内掲示板で実施し、庁内研修を
行うことで、注意喚起する。
再提出の際、返却した伝票の付箋紙に主管課長又は係長
の確認印が必要とすることで、次回以降の決裁時に注意
してもらう。

手戻り件数を集計

伝票の手戻りを減らし、紙の消
費量削減及び事務の効率化を
進めることで、環境への負荷を
減らしていくことができると考
えるため。

手戻り数はやや減少傾向にある
が、2020プランに掲げていた
伝票手戻り率5％未満を達成で
きておらず、今後も継続するこ
とで、更なる改善が見込まれる
と判断したため。

継続 会計課

53 省エネ 電気の使用量の削減に努める

①不要照明の消灯　※窓口対応、残業を除く　交換便前を
忘れずに
②機器の電源を切る　※プリンター5台：教育長室2つ、カ
ラー、校務支援、ガルーン、印刷機
③毎週金曜日は18時までに退庁　※学校による緊急対
応等を除く
④定期的に整理整頓　※明るい場所で業務ができるよう
に

省エネ・省資源チェックリス
トによる計測をおこなう。

環境影響洗出表の結果から「電
気の使用」の影響が大きいた
め。

業務量が全体的に増えているた
め、令和5年度も省エネで電気
の削減に取り組みます。各職員
が自信をもってできる項目と、
分かりやすい文言に変更し「で
きた」という、モチベーション
アップにつなげます。

継続 庶務課

54 省資源 コピー用紙使用量の削減

庁内の会議等の資料について、枚数・部数の適正化をは
かり、裏紙利用や両面印刷を心がける。また、教育委員会
と学校間の通知等について、可能な限り校務支援システ
ムを利用し紙の削減をする

省エネ・省資源チェックリス
トによる「紙の使用量削
減」・「課のテーマ」の実行
確認

紙の使用料・排気量が多く、一
人一人の資源削減への意識を
もって取り組むことが大切だと
考えたため

継続して実行することで、常に
意識し一人一人の行動も定着さ
せるため

継続 教育指導課

55 省資源

・節水・節電の意識をもって、適切な使
用量を継続する。
・紙類の再利用・適切な使用量・分別の
意識をもつ。

・保育中の手洗い,水遊び等の水の使い方を定期的に園
児に指導する。
・保育室の使用状況により、電気やエアコンの適切な使用
を促す。
・製作や描画などで紙類を使用する際に無駄にしない意
識づけを行う。

・園児や保護者に「水や電
気を大切にする」指導を定
期的に行う。
・製作などの指導の際、無
駄な使い方について考えさ
せる指導を行う。

SDGｓという言葉が多く聞か
れる中、園児も自分たちのやっ
ていることがそれにつながって
いるということを学ばせる良
い機会と考えたため。

一部継続一部新規という内容。
継続についての理由は、毎年園
児の半数は人が入れ替わる。ま
た職員も保育活動に専念してい
る中で意識がいきにくくなるた
め、定期的、かつ継続的に意識
づけを行うことが適切及び有効
であると考えるため。新規につ
いては、園児の活動で身近なも
ので意識させることにより、身
につく内容であると考えたた
め。

改定 幼稚園共通

56 省資源 コピー用紙の使用量を削減する。

庁内外の会議等で紙による資料を配布する際は、枚数・
部数を最小限とするとともに両面印刷を心がける。
また、教育委員会と学校間の通知等について、可能な限
り校務支援システムを利用し紙の削減をする。

・会議等で配布した資料の
残部数を確認する。
・両面印刷の取組み状況を
把握する。

紙の使用量が多く更に一人一
人が意識して取り組み、課全体
の資源節約につながるよう取
り組むことを目標に選択した。

継続して実行することで、常に
意識し一人一人の行動も定着さ
せるため。

継続 学務課

57 省エネ 教育センター施設全体の電気、ガス及
び水道使用量について削減を図る。

新型コロナ渦の施設対応として喚起や手洗い励行しなが
らも、室内温度の適正管理や空室、不在時のこまめな消
灯を実施

エネルギー使用量の把握と
前年度の比較による現状
分析と改善策検討

光熱水費削減のため

エネルギー使用量削減の取組み
が、日野市気候非常事態宣言を
踏まえた地球温暖化対策として
の環境負荷低減につながるため
継続していく。

継続 教育センター

58 省資源 紙の使用量の削減 ・印刷の方法等を工夫し、紙の使用量を削減する。
・再生紙を持ち出す際は、管理台帳に数量を記載する。

毎月管理台帳を確認し、使
用状況をチェックする。

Ｎアップや両面印刷の利用を徹
底すること等により、紙の使用
量を削減するため。

昨年度に引き続き、管理台帳で
の管理継続をすることで紙の使
用量について確認することがで
きるため。

継続 発達・教育支援課

59 省資源 ペーパーレス化 ゴミ分別の徹底を図り、紙印刷の抑制を意識して業務を行っていく。
プログラム推進管理票によ
る評価

PC周辺機器の電力量減少にも
繋がり、紙資源の使用抑制によ
り環境負荷の低減を図れるた
め

日野市気候非常事態宣言を踏ま
え、ペーパーレス化により、二酸
化炭素等の温室効果ガスの排出
量削減に繋がっていくため継続
としました。

継続 生涯学習課

60 市民への啓発
市民に対して日野市の環境方針等の周
知を図る。

公民館が発行する「公民館だより」、ホームページ、ツイッ
ター、公民館内での掲示等で啓発を行う。

市の環境方針等の周知方
法として、公民館だよりへ
の掲載、HP、ツイッターへ
の投稿。館内各箇所に「ひ
のエコ」の取り組みを掲示
周知していく。

公民館だより、ホームページ、
ツイッター、公民館内での掲示
板等を利用して、広く啓発活動
を行うため。

既存の情報媒体の有用性を見直
し、市の環境に対する取り組み
について広い世代に情報を届け
られるようにするため。

継続 中央公民館

61 市民への啓発

環境に配慮したイベントや、市の環境に
対する取り組みを知る講座を開催す
る。そして市民の方々にも、共に環境に
配慮した行動の必要性をＰＲしていく。

イベント・講座の開催にあたり、参加団体や来場者を含め
た環境配慮を行う。

環境に配慮したイベントや
講座を開催する。そして市
民の方々にも、共に環境に
配慮した行動の必要性をＰ
Ｒしていく。

令和3年度より、中央公民館は
多摩市公民館と連携した「たま
学びテラス構築広域連携事業」
を展開している。多摩市は「関
戸地球大学院」等において環境
に関する内容を大学の講師が
提供している。通常の主催講座
に加え、2市連携事業等で市民
の方や大学生に環境を学ぶ機
会を提供し、より深く環境につ
いて考える機会を提供するた
め。

市の環境に対する取り組みを、
学びを通して周知し、市民一人
一人に何ができるのかを考え検
討していただく機会の創出を図
るため。

改定 中央公民館

62 廃棄物削減 除籍資料のリサイクル
除籍した資料を市民および市内施設に提供することに
よって、リサイクルに取り組む。

リサイクル表（リサイクル冊
数/廃棄冊数）（年間目標
80％）

除籍資料をリサイクルすること
によって、資料の再活用化にも
なるため

今年度も引き続きリサイクルを
継続し、資料を有効活用するた
め。

継続 図書館
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63 市民への啓発 環境図書資料の展示
環境に関する図書資料を図書館全体で広く市民に提供す
る。

展示冊数
広く市民に環境図書資料に関
心をもってもらうため。

環境図書資料の貸出増加につな
がっており、さらに市民へ環境
問題への提起を行うため。

継続 図書館

64 省エネ 事務スペースの電気使用量の低減を図
り、特に、エアコン使用量を管理する。

・こまめな節電活動とその活動の周知。
・クールビズ・ウォームビズを徹底し、エアコンの使用をコ
ントロールする。
・感染症対策のためエアコンで常時喚起を行うが、「送風」
を活用して電力削減を図る。
・事務スペースは館内２ヶ所に分かれているが、通常時の
勤務スペースに関わらず人数次第で１ヶ所に集合して使
用スペースを縮小し、エアコンと照明の使用を抑制する。

冷房・暖房使用時期は、室
温や入館者数を把握し、送
風のみの時間を設けて電
気使用量を削減する。職員
と受付スタッフでエアコン
の使用状況を共有するた
め、オンオフ時間管理表を
用いる。
職員の出勤シフト、在籍状
況を的確に把握すること
で、事務スペースを調整す
る。
令和４年度には歴史館開館
日・入館者数がコロナ禍前
に戻っているため、比較対
象は前年度とする。

入館者数・開館日がコロナ禍以
前に戻る中、常時換気などコロ
ナ対策は継続しており、また課
統合に伴う職員数・事務スペー
スの増加により消費電力量は
増加の要因が多い。しかし職員
数に応じた事務スペースの柔
軟に変更・縮小など工夫次第で
削減の余地もあり、活動内容を
表示することで職員だけでなく
来館者の節電意識・環境意識を
高める啓発にもつながり、当館
以外における節電・省エネにも
つなげることができる。

令和４年度はコロナ禍前の開館
日・入館者数に戻る中、電力使
用量増の要因が多く、目標を達
成できなかった。であればこそ、
さらなる工夫により消費量の削
減を図る必要があり、引き続き
職員意識の向上と一般来館者へ
の啓発のため継続する。

継続 ふるさと文化財課

65 省資源
物品の整理整頓を行い、適正な在庫管
理・省資源を推進する。

・倉庫等に保管する物品の整理整頓を行うことで、分別に
よるリサイクル率の向上や適正な在庫管理を図る。
・急な選挙の執行に備え物品の所在や数を明確にし、事
務を効率化すると共に、購入する物品を最適化し省資源
を推進する。

机上、キャビネット、個別
フォルダ、選挙管理委員会
事務局Nフォルダ、５Ｆ書
庫、ＢＦ書庫・倉庫、ふれあ
いホール倉庫ほか選挙用
品を保管する倉庫。

選挙に使用する物品は多量で
あることから、物品の管理を適
正に行うことで、環境改善につ
なげるため。

急な選挙への対応や、次回以降
の選挙事務における環境への配
慮を推進するため。

継続
選挙管理委員会事務

局

66 省エネ 電気の使用量を削減する

1 電気機器等の使用管理
・ＯＡ機器はセキュリティポリシーに基づく電源管理を行
う(未使用時には電源を切る)
・昼休みなど、不要時は消灯する。
2 「省資源」の目標の一環として、事務局内で使用する書
面の用紙は、裏紙を最優先に使用する。
・昼休みなど、不要時は消灯する。

・長時間離席の場合、職員
間で声掛けし、PCの電源
を落としたか確認。
・昼休みの照明の消灯実施
について日々記録し確認す
る。（〇消灯できた×出来な
かった）

環境影響洗出の結果から、環境
に悪い影響を確実に削減でき
る項目である。

環境影響を洗い出した結果、最
も環境に悪い影響を及ぼすの
は、「紙の消費」であるが、当事
務局の業務の性質上、総務課に
よる紙の使用量制限を遵守する
ものの、それ以上の削減は現実
的に難しいのが現状である。し
かし、このたび「日野市気候非常
事態宣言」が発出されたことを
踏まえ、「少しでもできること」を
実践するため、従前から行って
きたところではあるが、「裏紙の
使用徹底」を「実施事項」に追加
した。
当事務局としては、高い効果を
見込める実現可能な対策は、引
き続き「省エネ」であると判断し
た。

継続 監査委員事務局


